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令和８年度 賃貸不動産経営管理士試験 問題と解説 

法令の基準日は令和８年４月１日。解答は作成時点の解答案です。 

○＝適切 ×＝不適切 【年度－問－肢】＝過去問の類似肢（平成 27 年度〜令和７年度の協議会公表問題で照合） 

問 1 

 

解答 ２ 

１× 建物の賃借権は期間が３年以内なら、持分価格の過半数で設定できる。２年の定期建物賃貸借は期間

満了で終了するため、全員の同意は不要である。（民法 252 条１項・４項３号、借地借家法 38 条１項） 

２○ 樹木の栽植・伐採を目的とする山林の賃借権は 10 年以内なら持分価格の過半数で設定できる。８年は

その範囲に入る。（民法 252 条４項１号） 

３× 漏水を止め、建物の現状を維持するために必要な修繕は保存行為であり、各共有者が単独で行える。

（民法 252 条５項） 

４× 共有物の管理者の選任・解任は管理に関する事項であり、持分価格の過半数で決する。（民法 252 条１

項） 
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問 2 

 

解答 １ 

１○ 使用貸借は合意で成立する。口頭契約の場合、貸主は借主が目的物を受け取るまで解除できる。書面

による使用貸借にはこの解除権がない。（民法 593条・593 条の２） 

２× 法定の終了事由は借主Ｂの死亡である。貸主Ａの死亡によっては終了せず、原則としてＡの地位は相

続人に承継される。（民法 597 条３項・896 条） 

３× 借主は、借用物受領後に附属させた物を終了時に原則として収去する。ただし、分離できない物や分

離に過分の費用を要する物には収去義務がない。（民法 599 条１項） 

４× 通常の必要費は借主負担である。通常の使用に伴うトイレの詰まりを直す費用はこれに当たり、貸主

への償還請求はできない。（民法 595 条１項・２項、583 条２項）【Ｒ４－28－エ】 
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問 3 

 

解答 ４ 

１× 賃借権の譲渡には法律上、賃貸人の承諾を要する。契約書に承諾条項がない場合も同じである。（民法

612 条１項）【Ｒ６－25－４】 

２× 相続は包括承継であり、賃借人の地位は相続開始により相続人に承継される。賃貸人の承諾は不要で

ある。（民法 896 条・612条１項） 

３× 賃借権の譲渡承諾だけでは、譲渡前のＢの損害賠償債務までＥに移らない。Ｂを免責してＥに債務を

移すには、別途免責的債務引受の要件を満たす必要がある。（民法 415 条１項・472 条・612 条１項） 

４○ Ｂの敷金については、適法な賃借権の譲渡時に、賃貸借に基づく未払債務を控除した残額をＢに返還

する。Ｆに敷金関係が当然に承継されることはない。（民法 622 条の２第１項２号） 
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問 4 

 

解答 ４ 

１× 借地上の建物を貸しても、建物賃借人は建物使用の付随的な範囲で敷地を利用するにとどまり、これ

だけで借地の無断転貸には当たらない。（民法 612条１項） 

２× 原賃貸人は原賃借人の賃料不払いを理由に解除する際、適法な転借人に代払いの機会を与えるための

催告までは要しない。（民法 541 条・613 条１項、最判昭和 37 年３月 29 日）【Ｒ７－６－１】 

３× 原契約が期間満了や解約申入れで終了する場合、転借人への通知が対抗の要件となる。転貸借はその

通知から６か月で終了する。（借地借家法 34 条１項・２項）【Ｈ29－９－４】【Ｒ７－２－エ】 

４○ 原賃貸借の解約申入れの正当事由を判断するときは、原賃貸人と原賃借人に加え、転借人が建物を使

用する必要性も考慮する。（借地借家法 28 条） 
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問 5 

 

解答 ２ 

１○ 定期建物賃貸借には、期間を１年未満とすると期間の定めがないものとみなす規定が適用されない。

１年未満の契約も可能である。（借地借家法 29 条１項・38 条１項）【Ｒ２－19－２】 

２× 更新がなく期間満了で終了する旨は、賃貸人が契約前に別途書面を交付して説明する。賃借人が宅建

業者でも省略できず、説明を欠くと更新なしの定めは無効となる。（借地借家法 38 条３項〜５項）【Ｒ５－24－

イ】【Ｒ６－22－イ】【Ｈ30－12－ア】【Ｈ29－12－ア】【Ｒ３－26－３】 

３○ 定期建物賃貸借に借賃改定の特約があるときは法定の借賃増減請求権が適用されない。借賃の減額を

しない旨を定めることもできる。（借地借家法 38 条９項） 

４○ １年以上の契約では満了の１年前から６か月前までに終了を通知する。この期間を過ぎて通知した場

合は、通知日から６か月経過後に終了を対抗できる。（借地借家法 38 条６項）【Ｒ６－22－エ】【Ｒ５－24－ウ】

【Ｈ28－14－２】【Ｈ29－12－ウ】 
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問 6 

 

解答 ４ 

１○ 協議条項は合意による改定の手順を定める。条項があるだけでは、法定の増額請求権の行使を事前協

議にかからせることにはならない。（借地借家法 32条１項、最判昭和 56 年４月 20 日参照） 

２○ 基準は当事者が現実に合意した直近賃料である。自動増額のたびに新たな合意をしたことにはならず、

設例では令和４年６月５日が基準となる。（借地借家法 32 条１項、最判平成 20年２月 29 日） 

３○ 増額請求は意思表示が相手方に到達した時から将来に向けて効力を生じる。相当賃料は、その権利行

使時までの事情を基礎として判断する。（民法 97条１項、借地借家法 32 条１項、最判平成 26 年９月 25 日参照） 

４× 賃借人の仕様指定に基づく建物も賃貸借である以上、減額請求権を行使できる。建築費や契約の経緯

等は、減額の当否や相当賃料の判断で考慮される。（借地借家法 32 条１項、最判平成 17 年３月 10 日） 
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問 7 

 

解答 ２ 

１○ 建物の保存に有害な行為や共同利益に反する行為の禁止は、区分所有者のほか、専有部分を使用する

賃借人等の占有者にも及ぶ。（区分所有法６条１項・３項） 

２× 共用部分の持分は、規約に別段の定めがなければ各専有部分の床面積割合による。階段室を全員が等

分で共有するという規律はない。（区分所有法 11 条１項・14 条１項・４項） 

３○ 規約で専有部分となり得る部分を共用部分とした場合は、規約共用部分である旨を登記して第三者に

対抗する。（区分所有法４条２項） 

４○ 規約や集会決議は、専有部分を買い受けた特定承継人にも効力を及ぼす。（区分所有法 30 条１項・46 条１

項） 
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問 8 

 

解答 ３ 

１○ 請負でも売買の追完規定が準用され、注文者に不相当な負担を課さなければ、請負人は注文者の指定

と別の方法で追完できる。（民法 559 条・562 条１項ただし書・632 条） 

２○ 報酬減額に請負人の帰責事由は不要である。原則として追完を催告し、期間内に追完がない場合に、

不適合の程度に応じて減額を求める。（民法 559 条・563 条・636 条） 

３× 追完によって不適合が解消されても、追完までの使用不能による損害等が残り、請負人に帰責事由が

ある場合は損害賠償を請求できる。（民法 415 条１項・559 条・564 条） 

４○ 追完の催告後に履行がなくても、契約と取引上の社会通念に照らして不履行が軽微なら、催告解除は

できない。（民法 541 条ただし書・559 条・564 条） 
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問 9 

 

解答 １ 

１○ 成年後見人は家庭裁判所が職権で選任する。任意後見では、本人が契約により受任者と委任事務・代

理権の範囲を決めておく。（民法 843 条１項、任意後見契約に関する法律２条１号・４条１項） 

２× 成年後見人の代理権は成年後見人の選任により生じ、監督人の選任は要件ではない。任意後見契約は

任意後見監督人が選任された時から効力を生ずる。（民法 843 条・849 条・859 条１項、任意後見契約に関する法律

２条１号） 

３× 任意後見契約は、法務省令で定める様式の公正証書で締結する。私署証書など一般の書面だけでは足

りない。（任意後見契約に関する法律３条）【Ｒ４－26－２】 

４× 後見登記の証明書を請求できる者は本人、配偶者、四親等内の親族、後見人等に限られる。一般の取

引相手方は、それだけで請求できない。（後見登記等に関する法律 10 条１項） 
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問 10 

 

解答 ２ 

１× 募集や広告掲載のみでは、建物・設備の点検、清掃、修繕等の維持保全を含まないため、法定の賃貸

住宅管理業に当たらない。（賃貸住宅管理業法２条２項・３項、同法の解釈・運用の考え方第２条第２項関係）【Ｒ４－

33－ア】 

２○ 賃貸人から分譲マンションの賃貸住戸の専有部分の維持保全を受託し、業として行う場合も該当する。

共用部分が別途、管理組合等の管理下にあることは妨げにならない。（賃貸住宅管理業法２条１項〜３項、賃貸住

宅管理業法 FAQ 集１．（２）４）【Ｒ６－30－２】【Ｒ４－33－ウ】 

３× 家賃等の金銭管理が法定の管理業務となるのは、維持保全と併せて行う場合である。苦情対応と金銭

管理だけで維持保全を伴わないものは該当しない。（賃貸住宅管理業法２条２項２号・３項）【Ｒ４－33－ア】【Ｒ

５－32－２】【Ｒ５－32－３】【Ｒ３－30－４】 

４× 特定転貸事業者かどうかは、特定賃貸借契約に基づき転貸事業を営むかで決まる。賃貸住宅管理業の

登録は特定転貸事業者となる要件ではない。（賃貸住宅管理業法２条４項・５項・３条１項） 
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問 11 

 

解答 ２ 

１○ 法人の役員の氏名は登録事項である。変更日から 30日以内に届出を要し、届出懈怠や虚偽の届出には

30万円以下の罰金が科される。（賃貸住宅管理業法４条１項２号・７条１項・44 条１号） 

２× 管理戸数 200 戸以上で登録なしに業を営むと、１年以下の拘禁刑もしくは 100 万円以下の罰金、また

はその併科の対象となる。（賃貸住宅管理業法３条１項・41 条１号、同法施行規則３条）【Ｒ６－26－１】【Ｒ７－８－

ウ】 

３○ 営業所・事務所ごとに１人以上の業務管理者を選任し、所定の管理・監督事務を行わせる必要があり、

選任義務違反には 30万円以下の罰金が科される。（賃貸住宅管理業法 12 条１項・44 条２号）【Ｒ４－30－エ】【Ｒ

６－31－２】 

４○ 業務を補助して知った秘密については従業者等にも守秘義務があり、退職等の後も続く。正当な理由

のない漏えいは 30 万円以下の罰金の対象となる。（賃貸住宅管理業法 21 条２項・44 条７号） 
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問 12 

 

解答 １ 

１○ 登録は５年ごとに更新する。申請期間は満了日の 90日前から 30 日前まで。満了日までに処分がなけ

れば従前の登録は処分まで有効で、更新後の期間は従前の満了日の翌日から起算する。（賃貸住宅管理業法３条

２項〜４項、同法施行規則４条）【Ｒ５－29－４】 

２× 処分の有無は従前の有効期間の満了日で判断する。申請書の到達やその 30 日後を基準に登録の効力・

期間を判断する制度ではない。（賃貸住宅管理業法３条３項・４項） 

３× 期間は３年ではなく５年である。更新申請は満了日の 90日前から 30日前までにする。（賃貸住宅管理

業法３条２項、同法施行規則４条）【Ｒ５－29－４】 

４× 有効期間と申請時期が誤りであり、更新後の期間の起算点も申請書到達日ではなく従前の満了日の翌

日である。（賃貸住宅管理業法３条２項〜４項、同法施行規則４条） 
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問 13 

 

解答 ２ 

１○ 携帯させずに業務に従事させてはならない義務の主体は管理業者である。携帯させなかった業者が監

督処分・罰則の対象となる。（賃貸住宅管理業法 17条１項・22 条・23 条・44 条５号、賃貸住宅管理業者の違反行為に

対する監督処分の基準Ⅱ１（１）・別表９）【Ｒ６－27－４】【Ｒ３－31－１】 

２× 従業者証明書には別記様式第 11 号が定められている。必要事項を載せるだけの任意様式では足りない。

（賃貸住宅管理業法 17 条１項、同法施行規則 37 条・別記様式第 11 号）【Ｒ６－27－３】 

３○ 営業所等ごとに帳簿を備え、委託者ごとに管理受託契約の所定事項を記録する。事業年度末日に閉鎖

し、閉鎖後５年間保存する。（賃貸住宅管理業法 18条、同法施行規則 38 条１項・３項）【Ｒ３－31－３】【Ｒ６－28

－２】【Ｒ６－28－４】 

４○ 管理業務上必要な水道光熱費を業者が一時的に払い、賃貸人から受領する場合、その費用も帳簿の

「報酬の額」に含めて記録する。（賃貸住宅管理業法施行規則 38 条１項５号、同法の解釈・運用の考え方第 18 条関係） 
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問 14 

 

解答 ２ 

１○ 対象戸数の変更は契約内容の変更に当たる。変更契約の重要事項説明から締結まで期間を設けない扱

いは、説明を受ける者が承諾した場合に限られる。（賃貸住宅管理業法 13 条１項、同法施行規則 31 条２号、同法の

解釈・運用の考え方第 13 条関係１）【Ｒ６－３－４】 

２× 管理受託契約を承継しない新所有者から新たに管理を受託するには、新契約として事前説明と締結時

書面の交付が必要である。同一内容で契約が承継される場合は内容が分かる書類の交付が望ましい。（賃貸住

宅管理業法 13 条・14 条、同法の解釈・運用の考え方第 13 条関係３） 

３○ 契約の同一性を保って契約期間だけを延長する場合は、形式的変更に当たり、改めて事前説明をする

必要はない。（賃貸住宅管理業法 13 条１項、同法の解釈・運用の考え方第 13 条関係１） 

４○ 業務管理者の管理・監督下で他の者が説明できるが、専門知識や実務経験のある者が説明することが

望ましい。（賃貸住宅管理業法 12 条１項・13 条１項、同法の解釈・運用の考え方第 13 条関係１）【Ｒ７－14－イ】【Ｒ６

－１－３】【Ｒ５－１－ア】【Ｒ３－１－２】 
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問 15 

 

解答 １ 

１× 法施行前の契約で締結時書面を交付していなければ、報酬額を変更する契約の締結時に、法令所定の

全事項を記載した書面を交付する。（賃貸住宅管理業法 14 条１項、同法施行規則 35 条、同法の解釈・運用の考え方第

14 条第１項関係、賃貸住宅管理業法 FAQ 集３．（２）13） 

２○ 適法に締結時書面を交付済みの契約で実施方法を変更するときは、変更事項を記載した書面の交付で

足りる。（賃貸住宅管理業法 14 条１項３号、同法の解釈・運用の考え方第 14 条第１項関係） 

３○ 組織運営の変更を伴わない商号変更など、契約の同一性を維持した形式的変更では締結時書面の再交

付を要しない。（賃貸住宅管理業法 14 条１項、同法の解釈・運用の考え方第 14 条第１項関係）【Ｒ５－４－３】 

４○ 更新と同時に報酬の支払時期を変更する場合も、当初の締結時書面を適法に交付済みなら、その変更

事項を記載した書面で足りる。（賃貸住宅管理業法 14 条１項４号、同法の解釈・運用の考え方第 14 条第１項関係） 
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問 16 

 

解答 ４ 

１ 授与あり 敷金その他一時金、家賃、共益費、附属施設使用料の徴収を管理業者が委託者に代わって行う。

（賃貸住宅管理受託契約標準契約書 14 条１号） 

２ 授与あり 管理業者は未収金につき委託者を代理して督促できる。（賃貸住宅管理受託契約標準契約書 14 条２

号） 

３ 授与あり 賃貸借終了時に入居者と原状回復について協議できる。ただし、実施内容について委託者に事

前に協議し、承諾を求める。（賃貸住宅管理受託契約標準契約書 14 条ただし書・６号）【Ｒ３－５－４】 

４ 正答 契約更新は事前協議・承諾を要する代理業務である。新規締結の代理権は同条の列挙に含まれず、

両方を含む本肢が該当する。（賃貸住宅管理受託契約標準契約書 14 条ただし書・４号） 
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問 17 

 

解答 ２（２つ） 

ア× 明細を示した請求書を受領した日の属する月の翌月末日が支払期限である。振込手数料は委託者が負

担する。（賃貸住宅管理受託契約標準契約書５条２項） 

イ○ やむを得ない立替費用について、１件当たりの事前承諾不要額を協議して頭書（11）の特約に定めら

れる。これを超える場合は事前に協議する。（賃貸住宅管理受託契約標準契約書６条２項・頭書（11）） 

ウ× 入居者から徴収した当月家賃等から当月分の管理報酬を控除するには、あらかじめ委託者の承諾を得

ておく必要がある。（賃貸住宅管理受託契約標準契約書７条２項・３項） 
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問 18 

 

解答 ３ 

１○ 受託した管理業務で受領する金銭を分別する。家賃、敷金、共益費のほか、当該業務で受領する更新

料も対象に含まれる。（賃貸住宅管理業法 16 条、同法施行規則 36 条、同法の解釈・運用の考え方第 16 条関係）【Ｒ３－

31－２】 

２○ 固有財産の口座と受領金の口座を分けた上で、受領金は会計ソフトや帳簿上で管理受託契約ごとに出

入りを区別すればよい。（賃貸住宅管理業法 16 条、同法施行規則 36 条、同法の解釈・運用の考え方第 16 条関係）【Ｒ

４－21－１】【Ｒ４－21－２】【Ｒ６－19－２】 

３× 一時的混在は許容されるが、速やかに所定の口座へ移し替える。翌月の家賃受領まで待てるという定

めはない。（賃貸住宅管理業法 16 条、同法施行規則 36条、同法の解釈・運用の考え方第 16 条関係）【Ｒ４－21－４】

【Ｒ４－21－３】【Ｒ６－19－４】【Ｒ５－18－１】 

４○ 賃貸人への引渡しを確実にする目的で、適切な範囲の一定額を受領金の口座に残すことは認められて

いる。（賃貸住宅管理業法 16 条、同法の解釈・運用の考え方第 16 条関係）【Ｒ５－18－３】 
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問 19 

 

解答 ２ 

１○ 単純な問合せについては記録・報告の義務がない。苦情を伴う問合せは、発生や対応の状況をできる

限り記録し、報告する。（賃貸住宅管理業法 20 条、同法施行規則 40 条１項３号、同法の解釈・運用の考え方第 20 条関

係１（２）） 

２× 収受の状況の報告対象は、委託者から受託した管理業務として取り扱う金銭である。その範囲は賃貸

人との管理受託契約によって決まる。（賃貸住宅管理業法 20 条、同法施行規則 40 条１項２号、同法の解釈・運用の考

え方第 20 条関係１（１）） 

３○ 報告の説明方法を協議し、双方向でやり取りできる環境を整え、賃貸人が報告書の内容を理解したこ

とを確認する。（賃貸住宅管理業法 20 条、同法の解釈・運用の考え方第 20 条関係４）【Ｒ６－８－イ】【Ｒ５－８－４】 

４○ 報告事項の電磁的提供には事前承諾を要する。承諾を電磁的方法で得る際は、提供する側が承諾内容

を出力して書面化できる方法を用いる。（賃貸住宅管理業法施行規則 40 条２項・４項・５項）【Ｒ５－８－４】 
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問 20 

 

解答 ４ 

１× 賃貸人Ａは個人の転貸事業者Ｂの１親等の姻族である。親族間の契約は密接な関係による除外に当た

る。（賃貸住宅管理業法２条４項、同法施行規則２条１号イ、民法 725 条３号） 

２× 株式会社の監査役は、密接関係の判定における役員に含まれる。個人賃貸人ＡがＢの監査役であるた

め除外される。（賃貸住宅管理業法２条４項、同法施行規則２条１号ロ、同法の解釈・運用の考え方第２条第４項関係２

（２）） 

３× 合同会社の業務執行社員も役員に含まれる。個人賃貸人ＡがＢの業務執行社員である場合は密接関係

による除外に当たる。（賃貸住宅管理業法２条４項、同法施行規則２条１号ロ、同法の解釈・運用の考え方第２条第４項関

係２（２）） 

４○ 株式会社Ｂの株主であるという事情だけでは除外されない。設例では、転貸事業を目的とするＢとの

賃貸借は特定賃貸借契約に該当する。（賃貸住宅管理業法２条４項、同法施行規則２条１号） 
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問 21 

 

解答 ２（ア・ウ） 

ア○ 所有者でも、特定転貸事業者から紹介料を受け、他の所有者に具体的な契約条件を示して契約締結を

勧めれば、同事業者が勧誘を行わせる「勧誘者」に当たり得る。（賃貸住宅管理業法 28 条、サブリース事業に係る

適正な業務のためのガイドライン３．（２）（３）） 

イ× セミナー形式でも、特定事業者の契約内容・条件を具体的に認識できる説明をし、契約締結を勧める

行為は勧誘に当たり得る。（賃貸住宅管理業法 28 条、サブリース事業に係る適正な業務のためのガイドライン３．（２）

（３））【Ｒ５－33－４】 

ウ○ 一般的な仕組みの説明や具体的な契約条件に触れない単なる紹介だけでは、規制対象となる勧誘に該

当しない。（賃貸住宅管理業法 28 条、サブリース事業に係る適正な業務のためのガイドライン３．（２））【Ｒ５－33－１】 

エ× 勧誘者の誇大広告等について、国土交通大臣は勧誘者に加え、勧誘を行わせた特定転貸事業者にも是

正等の指示をすることができる。（賃貸住宅管理業法 28 条・33 条１項・２項、特定転貸事業者等の違反行為に対する監

督処分の基準）【Ｒ３－41－２】 
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問 22 

 

解答 ２（ア・エ） 

ア× 電磁的記録でも、営業所等で必要に応じて明確に紙面表示できれば備置きに代えられる。賃貸人の承

諾は要件ではない。（賃貸住宅管理業法 32 条、同法施行規則 48 条２項）【Ｒ４－37－２】 

イ○ 各事業年度の経過後３か月以内に作成し、業務を行う営業所・事務所ごとに遅滞なく備え置く。（賃貸

住宅管理業法 32 条、同法施行規則 48 条３項）【Ｒ４－37－３】 

ウ○ 備置日から３年を経過する日まで保存し、営業時間中に契約の相手方または相手方となろうとする者

の求めに応じて閲覧させる。（賃貸住宅管理業法 32条、同法施行規則 48 条４項）【Ｒ４－37－４】 

エ× 業務状況調書には契約件数とともに契約棟数・契約戸数を記載する。実施規模を契約数だけでなく建

物・戸数でも把握できるようにする。（賃貸住宅管理業法施行規則 48 条１項・別記様式第 13 号、同法の解釈・運用の

考え方第 32 条関係・別添３） 
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問 23 

 

解答 ２（ア・ウ） 

ア○ 説明する事業者の属性には商号・名称・氏名に加え住所も含まれる。（賃貸住宅管理業法 30 条１項、同法

施行規則 45 条１号）【Ｒ７－17－１】 

イ× 支払う家賃の額に加え、支払期日や支払方法、賃貸条件の変更に関する事項も説明する。（賃貸住宅管

理業法 30 条１項、同法施行規則 45 条３号、サブリース事業に係る適正な業務のためのガイドライン６．（５））【Ｒ７－17

－２】 

ウ○ 指定業者による施工などの条件を設ける場合は、その条件を維持保全の実施方法等に関する事項とし

て説明する。（賃貸住宅管理業法 30 条１項、同法施行規則 45 条４号、サブリース事業に係る適正な業務のためのガイドラ

イン６．（５）） 

エ× 対象となる賃貸住宅の説明には、契約対象に含まれる駐車場・自転車置き場などの附属設備も含める。

（賃貸住宅管理業法 30 条１項、同法施行規則 45 条２号、サブリース事業に係る適正な業務のためのガイドライン６．（５））

【Ｒ５－37－１】【Ｒ３－37－ア】 
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問 24 

 

解答 ２（ア・ウ） 

ア○ ＩＴ重説では、相手方が承諾した場合を除き、説明書面と添付書類を事前に送付する。説明開始前に

は、相手方が書類を確認しながら説明を受けられる状態かを確認する。（賃貸住宅管理業法 30 条１項、サブリー

ス事業に係る適正な業務のためのガイドライン６．（７））【Ｒ７－18－２】【Ｒ６－35－４】 

イ× 変更契約の電話説明には、相手方からの依頼、書類の事前送付と判断時間の確保、説明前の確認、説

明後の理解確認を要する。相手方の承諾で事前送付を省略できない。（賃貸住宅管理業法 30 条１項、サブリース

事業に係る適正な業務のためのガイドライン６．（８）） 

ウ○ 重要事項説明書面は締結前に、締結時書面は締結後遅滞なく交付する。両義務の時点が異なるため、

承諾を得て一体交付することはできない。（賃貸住宅管理業法 30 条１項・31 条１項、賃貸住宅管理業法 FAQ 集４．

（４）３）【Ｒ６－38－１】【Ｒ４－38－２】 

エ× 電磁的提供を受けない旨の申出を受けた後は、再度の承諾を得るまで電磁的に提供できない。ＩＴで

説明する方法と書面を電子提供する方法は区別される。（賃貸住宅管理業法 30 条２項、同法施行令３条１項・３項、

同法施行規則 46 条、サブリース事業に係る適正な業務のためのガイドライン６．（７））【Ｒ４－２－４】 
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問 25 

 

解答 ３（イ・エ） 

ア× 所有者の死亡で賃料債務の履行期が延期されるわけではない。相続関係を確認して支払い、過失なく

債権者を確知できない等の場合には弁済供託を検討する。（民法 494 条・601 条・896 条・899 条）【Ｈ30－13－ア】 

イ○ 従前の契約がそのまま相続されるため、新契約を締結する際の重要事項説明は不要である。引き継い

だ契約内容の分かる書類を相続人に交付することが望ましい。（民法 896 条、賃貸住宅管理業法 30 条１項、サブリ

ース事業に係る適正な業務のためのガイドライン６．（６））【Ｒ５－36－２】【Ｒ５－36－４】 

ウ× Ｃの一方的な通知だけでは、他の相続人を代理して受領する権限は生じない。Ｃだけに支払っても、

Ｄ・Ｅの取り分について当然には免責されない。（民法 99 条１項・478 条・899 条、最判平成 17 年９月８日） 

エ○ 相続開始から遺産分割までの賃料債権は各相続人が相続分に応じて取得する。後にＣが物件を単独取

得しても、既に各人が取得した賃料債権には影響しない。（民法 898 条・899 条・909 条、最判平成 17 年９月８日）

【Ｈ30－13－イ】 
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問 26 

 

解答 ４（ウ・エ） 

ア× 親会社であることは、管理受託契約の事前説明を免除する資格に当たらない。Ａが別に省令所定の専

門業者等に当たる場合は、その資格に基づき除外される。（賃貸住宅管理業法 13 条１項、同法施行規則 30 条） 

イ× 宅建業者等に対する省略規定は特定賃貸借契約の締結前の説明に関するもの。特定賃貸借契約を締結

すれば、相手方が宅建業者でも締結時書面を交付する。（賃貸住宅管理業法 30 条１項・31 条１項、同法施行規則 44

条３号） 

ウ○ ＡがＢの親会社なら、賃借人Ｂは賃貸人Ａの子会社である。この賃貸借は密接関係による除外に当た

り、特定賃貸借契約の締結時書面は不要である。（賃貸住宅管理業法２条４項・31 条１項、同法施行規則２条２号ロ） 

エ○ 賃貸住宅管理業者は、特定賃貸借契約に係る専門的知識・経験を有する者として、契約前の説明の対

象から除かれる。（賃貸住宅管理業法 30 条１項、同法施行規則 44 条２号）【Ｒ４－39－３】 
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問 27 

 

解答 ２ 

１○ 建築基準法令の構造基準は、生命・健康・財産の保護のために守るべき最低基準である。建築主がよ

り高い性能を確保することもできる。（建築基準法１条・20 条） 

２× 免震構造は基礎等と建物の間の免震装置で地震の力が伝わるのを抑える。制震構造は建物に組み込む

ダンパー等で振動エネルギーを吸収し、揺れを抑える。（根拠資料 国土交通省「住宅性能表示制度」耐震等級・免

震建築物の解説、日本免震構造協会の免震・制振の解説）【Ｒ５－46－３】【Ｈ27－38－３】 

３○ 中規模の地震動に対する設計では、構造体に大きな損傷が生じないことを目標とする。鉄筋コンクリ

ート造で軽微なひび割れ程度にとどまり、使用を継続できる水準が想定される。（建築基準法 20 条、同法施行令

82 条・88 条） 

４○ 極めてまれに発生する大規模の地震動に対しては、ある程度の損傷を許容しつつ、倒壊・崩壊を防ぎ

人命を守ることを目標とする。（建築基準法 20 条、同法施行令 82 条の３・88 条） 
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問 28 

 

解答 ３ 

１○ 令和７年７月１日施行の告示改正は、重複していた調査・検査項目を整理し、特定建築物定期調査の

一部を建築設備等・防火設備の定期検査へ移行した。（令和６年国土交通省告示第 974 号、令和７年国土交通省告示

第 53 号） 

２○ 新築で検査済証の交付を受けた場合、直後の最初の報告時期については、省令の定めにより報告を要

しない場合がある。（建築基準法 12 条１項、同法施行規則５条１項） 

３× 一級・二級建築士のほか、特定建築物調査員資格者証の交付を受けた者も調査できる。（建築基準法 12

条１項・12 条の３第１項）【Ｒ４－９－イ】【Ｈ30－29－２】 

４○ 特定行政庁は、政令で全国一律に定める対象のほか、地域の実情に応じて所定の建築物を定期報告の

対象に指定できる。（建築基準法 12 条１項、同法施行令 16 条）【Ｈ30－29－１】 
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問 29 

 

解答 ３ 

１○ 維持保全の対象には賃貸住宅の居室のほか、玄関、通路、階段等の共用部分も含まれ、その点検・清

掃も対象となる。（賃貸住宅管理業法２条２項１号、同法の解釈・運用の考え方第２条第２項関係） 

２○ 点検・清掃等による維持と、その結果に応じた修繕を一貫して実施する業務が維持保全である。清掃

だけなど維持の一部のみを受託する場合と区別する。（賃貸住宅管理業法２条２項１号、同法の解釈・運用の考え方

第２条第２項関係）【Ｒ３－30－１】 

３× 建物に附属する電気・給排水設備のほか、エレベーターも維持保全の対象に含まれる。設置場所が住

戸の外であることは除外理由にならない。（賃貸住宅管理業法２条２項１号、同法の解釈・運用の考え方第２条第２項

関係） 

４○ 予防保全は点検等によって劣化や不具合を見つけ、故障前に対処する。故障後の大規模修理や停止を

抑えられるため、長期的には経済的と考えられる。（国土交通省「賃貸住宅の計画的な維持管理及び性能向上の推進

について」計画修繕の必要性） 
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問 30 

 

解答 ４ 

１○ 直結直圧方式は、配水管の水圧を利用して住戸に直接給水する。受水槽や増圧ポンプを介さない。（根

拠資料 水道事業者「給水装置工事設計施行基準」直結直圧式）【Ｒ１－30－１】【Ｈ29－30－２】【Ｒ３－18－１】 

２○ 直結増圧方式は、配水管からの水を増圧給水設備で加圧し、受水槽を介さず住戸へ給水する。（根拠資

料 水道事業者「給水装置工事設計施行基準」直結増圧式）【Ｒ３－18－１】【Ｒ１－30－１】【Ｈ29－30－２】 

３○ 高置水槽方式は、受水槽にためた水を揚水ポンプで高所の水槽へ送り、水槽から住戸へ重力で給水す

る。（根拠資料 国土交通省「建築設備設計基準」給水方式）【Ｒ５－47－４】【Ｒ２－40－１】 

４× ポンプ直送方式は受水槽の水を加圧給水ポンプで各住戸へ直接送る。圧力タンク内の空気を圧縮し、

その圧力を利用する説明は圧力水槽方式である。（根拠資料 国土交通省「建築設備設計基準」給水方式）【Ｒ７－

39－４】 
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問 31 

 

解答 ３ 

１○ 契約電流をアンペアブレーカー等で設定する契約と、アンペアブレーカーを設けない最低料金制の契

約がある。採用する方式は供給区域・料金メニューによる。（根拠資料 東京電力エナジーパートナー「従量電灯

Ｂ」、関西電力「従量電灯Ａ」） 

２○ 単相３線式では中性線と一方の電圧線で 100Ｖ、２本の電圧線相互間で 200Ｖが得られる。100Ｖ機器

と 200Ｖ機器を同じ受電方式で使用できる。（根拠資料 日本電気技術者協会「単相３線式配電」）【Ｒ２－41－３】

【Ｈ30－31－１】【Ｈ27－31－３】 

３× 住宅分電盤の主幹に使う過電流保護付きの漏電ブレーカーは、漏電に加え、過負荷や短絡による過電

流でも遮断する。（根拠資料 住宅用分電盤メーカーの漏電遮断器仕様、JIS C 8371）【Ｈ30－31－３】 

４○ 分電盤タイプはセンサーが地震の揺れを検知し、分電盤の遮断機構を作動させて電力を遮断する。避

難時間を考慮した遮断遅延機能を持つものがある。（「感震ブレーカー等の性能評価ガイドライン」分電盤タイプ） 
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問 32 

 

解答 ４ 

１○ 国交省は特定行政庁に所有者等への点検の周知を求めた。危険が確認された塀では、付近通行者への

注意表示を速やかに行い、補修・撤去等の措置を講ずるよう注意喚起する。（国土交通省平成 30 年６月 21 日

「建築物の既設の塀の安全点検について」本文・別紙１） 

２○ チェック項目には高さ 2.2ｍ以下、所定の厚さ、基礎の有無、高さ 1.2ｍ超での控え壁などがある。厚

さは 10cm 以上が基本で、高さ２ｍ超では 15cm以上が必要である。（建築基準法施行令 62 条の８、同通知別紙１

「ブロック塀の点検のチェックポイント」） 

３○ 高さ 20ｍを超える建築物には原則として有効な避雷設備を設ける。ただし、周囲の状況によって安全

上支障がない場合は例外となる。（建築基準法 33 条） 

４× 電源線、通信線、アンテナ線などは雷サージの侵入経路となる。機器の保護には必要に応じてサージ

防護デバイス、等電位化等の内部雷保護を講じる。（根拠資料 JIS Z 9290-4「建築物内の電気及び電子システム」） 
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問 33 

 

解答 １ 

１○ 財産・収支等の情報提供義務の対象は、事業のために負担する債務を主債務とし、個人に保証を委託

する場合である。居住用賃貸借の賃料債務には適用されない。（民法 465 条の 10 第１項・３項）【Ｒ７－30－３】 

２× 保証人の破産で確定するのは、個人根保証に係る主たる債務の元本の範囲である。賃借人の賃貸借上

の債務そのものがその時点で固定されるわけではない。（民法 465 条の２・465 条の４第１項２号） 

３× 更新後の債務を含める保証契約なら、別途保証を更新しなくても更新後の債務を保証する。判例は、

反対の趣旨をうかがわせる特段の事情がなければ更新後も保証が及ぶとしている。（民法 446 条、最判平成９年

11 月 13 日）【Ｈ29－15－１】 

４× 保証債務は原則として主債務に関する違約金、損害賠償等を含む。連帯保証人にも遅延損害金を付し

て請求できるが、個人根保証では極度額の範囲内に限る。（民法 447 条１項・454 条・465 条の２第１項）【Ｈ30－

18－４】 
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問 34 

 

解答 ３（イ・エ） 

ア× 少額訴訟では、裁判所が相当と認める場合、裁判所・双方当事者・証人が音声で同時通話する方法で

証人を尋問できる。（民事訴訟法 372 条３項）【Ｈ30－21－２】 

イ○ 原則１回の期日で審理を終える制度のため、証拠調べは即時に取り調べられる証拠に限られる。（民事

訴訟法 370 条・371 条） 

ウ× 少額訴訟では反訴を提起できない。被告は抗弁を主張し、必要に応じて通常手続への移行を申し述べ

ることができる。（民事訴訟法 369 条・373 条１項）【Ｒ７－33－４】 

エ○ 少額訴訟の終局判決には控訴できない。不服があれば、判決書等の送達から２週間の不変期間内に、

判決をした簡易裁判所に異議を申し立てる。（民事訴訟法 377 条・378 条１項）【Ｒ６－11－エ】 
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問 35 

 

解答 ２ 

１× 敷地の地代の上昇は、建物の賃料を不相当とする経済事情の一つとして考慮し得る。増額の当否は、

事情の変動や近傍同種賃料等も踏まえて判断される。（借地借家法 32 条１項） 

２○ 建物の賃料は特約がなければ毎月末払いである。当月末に支払えば、その月分について履行遅滞には

ならない。（民法 91 条・614 条） 

３× 弁済費用は、特約がなければ債務者の負担である。賃料の振込手数料も原則として賃借人が負担する。

（民法 485 条） 

４× 適法な弁済の提供をすれば債務不履行責任を免れるが、債務は消滅しない。受領を拒まれたときは、

適法な弁済供託により債務を消滅させられる。（民法 484 条・492 条〜494 条）【Ｒ５－19－２】 
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問 36 

 

解答 １ 

１× 支払期限から３年を経ただけで未収賃料を直ちに必要経費に算入できるわけではない。債権の切捨て

や全額回収不能などの事実により貸倒れを判断する。事業的規模以外の賃貸では、回収不能分について収入

年分の所得計算を見直す。（所得税法 51 条２項・64条１項、所得税基本通達 51－11〜13、国税庁タックスアンサー

No.1373） 

２○ 更新料は、契約の効力により受領権が確定した時点で収入に計上する。本肢では更新があり、未入金

であっても更新年の収入となる。（所得税法 36 条１項、所得税基本通達 36－６） 

３○ 返還不要とされる敷金の部分は、返還を要しないことが確定した日の属する年の収入に計上する。契

約時に確定する本肢では契約締結年となる。（所得税法 36 条１項、所得税基本通達 36－７） 

４○ 令和７年 12 月中に支払っていても、役務提供が令和８年１月なら発生主義では令和８年の費用となる。

令和７年の支払時には前払費用として扱う。（所得税法 37 条１項、所得税基本通達 37－２、発生主義） 
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問 37 

 

解答 ２（ア・ウ） 

ア× 畳表の取替えは、経過年数を考慮しない。賃借人の過失で張替えが必要なら、通常は毀損した畳の枚

数を基準に負担を算定する。（原状回復をめぐるトラブルとガイドライン第１章Ⅱ３（２）・別表２・別表３）【Ｒ６－

10－３】【Ｒ５－10－イ】 

イ○ カーペットは６年で残存価値１円となるような直線または曲線を想定して、経過年数に応じた負担割

合を算定する。（原状回復をめぐるトラブルとガイドライン第１章Ⅱ３（２）・別表２・別表３）【Ｒ５－10－エ】【Ｒ１

－22－ア】 

ウ× フローリングの部分補修では経過年数を考慮しないが、床全体の張替えが必要な場合は、建物の耐用

年数を基準に経過年数を考慮する。（原状回復をめぐるトラブルとガイドライン第１章Ⅱ３（２）・別表２・別表３）

【Ｒ５－10－ウ】【Ｒ２－31－イ】【Ｒ１－22－イ】 

エ○ 通常の清掃を怠り、専門業者の清掃が必要となった場合は賃借人が負担する。クリーニング費用には

経過年数を考慮しない。（原状回復をめぐるトラブルとガイドライン第１章Ⅱ３（２）・別表２・別表３）【Ｒ６－10－

２】【Ｒ３－９－１】【Ｒ２－32－ア】【Ｈ29－27－２】 
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問 38 

 

解答 ４ 

１× フローリングの補修は原則として㎡単位である。毀損が複数箇所に及ぶときは、状況により居室全体

の張替えが必要なこともある。（原状回復をめぐるトラブルとガイドライン第１章Ⅱ３（３）・別表２・別表３）【Ｒ６

－９－エ】【Ｒ３－10－２】 

２× 畳は原則１枚単位で、毀損した部分を負担する。色合わせのための毀損のない畳の交換まで賃借人の

負担に含めない。（原状回復をめぐるトラブルとガイドライン第１章Ⅱ３（３）・別表２・別表３）【Ｒ４－11－３】 

３× クロスは㎡単位が望ましく、やむを得ない場合でも原則として毀損箇所を含む一面まで。色合わせだ

けを理由に居室全体を負担させることはできない。（原状回復をめぐるトラブルとガイドライン第１章Ⅱ３（３）・

別表２・別表３）【Ｒ６－９－ア】 

４○ 喫煙によるヤニや臭いが居室全体に及ぶ場合、居室全体のクリーニング・張替えが賃借人の負担単位

となり得る。張替えの負担割合には経過年数も考慮する。（原状回復をめぐるトラブルとガイドライン第１章Ⅱ３

（３）・別表２・別表３）【Ｒ７－32－イ】【Ｒ６－９－イ】【Ｒ４－11－２】【Ｈ29－24－３】 
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問 39 

 

解答 ３ 

１× 受け入れる住宅確保要配慮者の範囲は、登録基準に従って設定できる。「高齢者」に一律に 65歳以上

という登録要件が課されているわけではない。（住宅セーフティネット法２条１項３号・９条１項６号・10条１項３

号） 

２× 居住支援法人による残置物処理は、生前の賃借人からの委託に基づく。居住サポート住宅であること

だけで処分が当然に委託されるわけではない。（住宅セーフティネット法 62条５号） 

３○ セーフティネット登録住宅の家賃は、近傍同種の賃貸住宅の家賃と均衡を失しないことが登録の基準

となる。（住宅セーフティネット法 10 条１項４号、同法施行規則 14 条） 

４× 家賃債務保証業者の登録制度と認定家賃債務保証業者の認定制度は別である。認定保証業者に、居住

サポート住宅に関する正当な理由のない引受拒否を制限する規律がある。（住宅セーフティネット法 72 条１項１

号、家賃債務保証業者登録規程３条） 
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問 40 

 

解答 ２ 

１× アパート１棟を特定転貸事業者に貸し付ける行為は賃貸事業のための契約であり、本例の貸主は消費

者契約法上の消費者に当たらない。（消費者契約法２条１項・３項・８条の２） 

２○ 契約するかを第三者に相談しようとする消費者に、事業者が威迫する言動を交えて連絡を妨害し、そ

れにより困惑して契約した場合、消費者は取り消せる。（消費者契約法４条３項３号） 

３× 重要事項の不実告知は、事業者が故意に虚偽を告げた場合に限られない。保証内容に関する不実告知

によって誤認して契約した場合は、取り消し得る。（消費者契約法４条１項１号・５項）【Ｒ３－47－４】 

４× 年 14.6％を超える部分が無効となる。約定全体が無効となって民法の法定利率に置き換わるわけでは

ない。（消費者契約法９条１項２号、民法 404 条・419 条１項） 
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問 41 

 

解答 ３ 

１× 刑事訴訟法上の捜査関係事項照会への回答は、法令に基づく提供として本人同意を要さず、個人デー

タの第三者提供に関する記録作成義務の対象外となる。（刑事訴訟法 197 条２項、個人情報保護法 27 条１項１号・

29 条１項ただし書） 

２× 同居人についても、その者の個人データを第三者に提供するための本人同意が原則として必要である。

賃借人の同意だけでは、同居人の同意に代わらない。（個人情報保護法 27 条１項）【Ｈ28－３－３】 

３○ 本人は自己に係る第三者提供記録の開示を請求できる。事業者は法定の不開示事由に該当する場合を

除き、開示に応じなければならない。（個人情報保護法 33 条２項・５項） 

４× 提供先を変更するたびに同意を取り直す義務が一律にあるわけではない。先の同意の対象範囲に新事

業者が含まれるか、提供が委託に伴うものか等により判断する。（個人情報保護法２条３項・27 条１項・５項１号、

個人情報保護法ガイドライン〈通則編〉第三者提供） 
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問 42 

 

解答 ４ 

１○ 年額家賃は 25 万円×12＝300 万円。ＮＯＩは 300 万円－24 万円＝276 万円で、取得額に対する利回り

は 276÷6,000＝4.6％となる。（根拠 ＮＯＩ利回り＝年間運営純収益÷物件取得額） 

２○ ＬＴＶは物件価値に占める借入金の割合。本肢では 5,000÷6,000×100＝約 83.3％となる。（根拠 ＬＴＶ

＝借入金÷物件価値） 

３○ グロス利回りは経費控除前の年間総収入を基礎とする。300 万円÷6,000 万円×100＝5.0％となる。（根

拠 グロス利回り＝年間総収入÷物件取得額） 

４× 年間手取りは 276 万円－191 万円＝85 万円。自己資金利回りは 85÷1,000×100＝8.5％となる。27.6％

は元利返済額を控除せず計算した数値である。（根拠 ＣＣＲ＝元利返済後の年間キャッシュフロー÷自己資金） 
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問 43 

 

解答 ２ 

１○ 通常の火災保険では地震・噴火・これらによる津波を原因とする損害は原則補償されない。地震保険

は火災保険に付帯して契約する。（地震保険に関する法律２条２項、財務省「地震保険制度の概要」）【Ｒ２－42－２】 

２× 建築年、耐震等級、免震建築物、耐震診断の４つの割引制度があるが、重複適用はできない。（財務省

「地震保険制度の概要」保険料の割引） 

３○ 所得税の地震保険料控除額は、原則としてその年に支払った地震保険料の全額で、限度は５万円であ

る。給与所得者は年末調整等で適用を受けられる。（所得税法 77 条、国税庁タックスアンサーNo.1145） 

４○ 家財の損害額が家財全体の時価の 80％以上であれば全損に当たり、地震保険金額の 100％が、時価を

限度に支払われる。（地震保険に関する法律施行令１条、財務省「地震保険制度の概要」損害の程度と保険金） 
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解答 ４ 

１○ 令和８年中の相続では、暦年課税の生前贈与の加算対象期間は相続開始前３年以内である。相続等で

取得した子の令和６年の贈与はこの範囲に入り、贈与時価額を加算する。（相続税法 19 条１項、令和５年法律第

３号附則、国税庁タックスアンサーNo.4161） 

２○ 相続時精算課税の適用を受けた令和６年の贈与は、年 110 万円の基礎控除後の額を、贈与者死亡時の

相続税の課税価格に加算する。（相続税法 21 条の 11 の２・21 条の 15、国税庁タックスアンサーNo.4103）【Ｒ５－45

－１】【Ｈ30－36－２】 

３○ 暦年課税の加算は原則として相続・遺贈により財産を取得した者に適用される。設例のように取得し

なかった子の暦年課税贈与は加算されない。（相続税法 19 条１項、国税庁タックスアンサーNo.4161） 

４× 相続時精算課税では、実際に相続や遺贈で財産を取得しなくても対象贈与財産を相続または遺贈で取

得したものとみなし、基礎控除後の贈与時価額を相続税の課税価格に加算する。（相続税法 21 条の 16、国税庁

タックスアンサーNo.4103）【Ｒ５－45－１】【Ｈ30－36－２】 
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解答 ３（イ・エ） 

ア× 契約前は書面交付と説明を管理・監督する。締結時には所定の書面交付の管理・監督を行うが、締結

時書面について法定の説明義務はない。（賃貸住宅管理業法 12 条１項・13 条１項・14 条１項、同法施行規則 13 条１

号・２号） 

イ○ 維持保全が適切に行われるよう、受託した業務の実施方法・実施内容の妥当性や法令適合性を管理・

監督する。（賃貸住宅管理業法 12 条１項、同法施行規則 13 条３号、同法の解釈・運用の考え方第 12 条関係） 

ウ× 定期報告の相手方は管理受託契約の委託者である。業務管理者はその報告内容・方法・頻度が適切と

なるよう管理・監督する。（賃貸住宅管理業法 20 条、同法施行規則 13 条５号・40 条１項） 

エ○ 受領金の送金・経理処理の適否や、固有財産との分別管理を含む管理方法の法令適合性は、業務管理

者の管理・監督対象である。（賃貸住宅管理業法 12条１項・16 条、同法施行規則 13 条３号・36 条、同法の解釈・運用

の考え方第 12 条関係）【Ｒ５－42－３】【Ｒ３－43－１】 
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解答 １ 

１× 住戸等の床面積の合計が 100 ㎡を超える階における共用廊下は、両側に居室がある場合 1.6ｍ以上、そ

の他の場合 1.2ｍ以上である。地階では基準面積が異なる。（建築基準法施行令 119 条）【Ｈ29－28－１】 

２○ 直上階の居室の床面積の合計が 200 ㎡を超える階の屋内階段と踊場の幅は、原則 1.2ｍ以上である。

（建築基準法施行令 23 条１項の表）【Ｈ29－28－３】 

３○ 建築物の高さ 31ｍ以下の部分にある３階以上の階には、消防活動のため原則として非常用進入口を設

ける。非常用昇降機や所定の代替開口部を設けた場合等は例外となる。（建築基準法施行令 126 条の６・126 条の

７） 

４○（原則） 用途が共同住宅のみの場合、原則として２階以上の階または地階で収容人員 30 人以上の階が

対象となる。ただし、避難階と 11 階以上の階は同条１項の対象外である。（消防法施行令 25 条１項柱書・２

号・別表第１（５）項ロ） 
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解答 ３ 

１○ 管理会社一任方式、責任施工方式、設計監理方式に整理される。設計監理方式では設計や工事監理を

担う者と工事を施工する者を分けて発注する。（国土交通省「賃貸住宅の計画的な維持管理及び性能向上の推進につい

て」計画修繕工事の発注方式） 

２○ 修繕の箇所、時期、工法等の履歴を保存しておくと、現況調査や新たな計画の検討に利用でき、計画

作成の期間や費用の節減につながる。（同資料「修繕履歴の保管」） 

３× 簡易診断は目視・打診等を中心に劣化の有無や程度を調べる。局部破壊試験などを伴う調査は、必要

に応じて行う詳細診断に当たる。（同資料「修繕前の建物診断」） 

４○ 新築時の設計図書は仕様や構造を確認する資料となる。建築士事務所の開設者は、省令所定の設計図

書・工事監理報告書を 15年間保存する。（建築士法 24 条の４第２項、同法施行規則 21 条４項・５項） 
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解答 １ 

１× 特定共同住宅等の共用部分では、各階の各部分から一つの消火器具に至る歩行距離は 20ｍ以下とする。

住戸等に住宅用消火器が設置された場合に、これに面する部分を省略できる特例はある。（特定共同住宅等にお

ける必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等に関する省令３条３項） 

２○ まず現地で火災の有無を確かめる。非火災報と確認して復旧操作をしても再発報する場合、再度現地

で火災の有無を確認する。必要な応急修理を専門業者に依頼し、復旧まで発報区域の監視を続ける。（消防法

17 条１項、粕屋南部消防組合消防本部「自動火災報知設備の非火災報（誤作動）にご注意を！」） 

３○ 法令上、避難設備には避難器具と誘導灯・誘導標識がある。滑り台、避難はしご、救助袋等は避難器

具に含まれる。（消防法施行令７条４項・25 条２項）【Ｈ28－31－４】 

４○ 機器点検は６か月ごと、総合点検は１年ごとに行う。年２回の機器点検のうち１回を総合点検と同日

に実施できる。（消防法 17 条の３の３、消防法施行規則 31 条の６、昭和 50 年消防庁告示第 14 号）【Ｒ７－38－４】

【Ｒ５－６－４】 
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解答 ４ 

１× 特定転貸事業者が自ら貸主となる転貸は、宅建業法上の貸借の代理・媒介ではない。宅建業者の免許

を有するというだけで、当該転貸について 35 条の説明義務は生じない。（宅地建物取引業法２条２号・35 条１項） 

２× 特殊清掃のあった自然死でも、隣接住戸の取引では原則として告知を要しない。社会的影響が特に大

きい場合や、相手方から質問を受けた場合などは別途判断する。（宅地建物取引業者による人の死の告知に関する

ガイドライン３．告知について） 

３× 宅建士が賃貸人から事前説明の代理権を授与され、必要事項を記載した重要事項説明書を使い、賃貸

人の代理人として事前説明も行う場合は、同書面に両方の役割を持たせられる。（借地借家法 38 条３項、宅地建

物取引業法 35 条、国土交通省平成 30 年６月 26 日国土動第 133 号）【Ｒ３－26－３】【Ｈ27－20－２】 

４○ 媒介報酬の上限とは別に、依頼者の特別な依頼による広告の料金に相当する額を受領できる。通常の

営業広告の費用は、この例外の対象外である。（宅地建物取引業法 46 条１項・２項、昭和 45 年建設省告示第 1552 号

第 11） 
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解答 １ 

１× 是正指導が最も多かったのは、管理受託契約の締結時書面の交付義務違反 60 件。次いで従業者証明書

の携帯等 42件、帳簿の備付け等 41 件だった。（国土交通省「賃貸住宅管理業者及び特定転貸事業者への全国一斉立

入検査結果（令和６年度）」別添） 

２○ 管理方法では、賃貸マンション・アパートを棟単位で管理する方式が 71.2％と最も高かった。（国土交

通省「令和６年度不動産管理業に関する実態分析に係る調査検討業務報告書」第３章１．管理方法） 

３○ 令和６年度調査は、受託管理のみ 53.3％、双方実施 21.8％、サブリースのみ 0.8％であり、受託管理の

みが最も多い。（同報告書第３章１．業務形態・図表 3-1-1-2） 

４○ 管理戸数 200 戸未満の事業者にも登録を義務付ける必要があるという回答は 37.3％。不要とする回答

は 41.7％だった。（同報告書第２章「賃貸住宅管理業の登録制度」15 頁） 
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